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コード番号       7949 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 石川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　鈴  木  裕  文 TEL (0761) 21 - 3131
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 10月 30日
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１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 10,793 9.3 1,024 0.2 1,066 1.5
12年 9月中間期 9,872 - 1,021 - 1,050 -
13年 3月期 21,952 2,157 2,291

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
13年 9月中間期 565 19.4 51.90 -
12年 9月中間期 473 - 43.45 -
13年 3月期 1,078 98.89 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期       -        百万円   12年 9月中間期       -        百万円   13年 3月期       -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期    10,902,952 株　　　12年 9月中間期    10,902,882 株　　　13年 3月期    10,902,886 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
13年 9月中間期 23,538 19,679 83.6 1,804.97
12年 9月中間期 22,168 18,828 84.9 1,726.94
13年 3月期 23,498 19,303 82.1 1,770.49
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期    10,903,205 株　　　12年 9月中間期    10,902,984 株　　　13年 3月期    10,902,944 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
13年 9月中間期 2,468 △ 999 △ 141 3,849
12年 9月中間期 1,406 △ 409 △ 130 3,510
13年 3月期 961 △ 843 △ 239 2,521

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  5　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）1　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 22,730 2,400 1,320

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   121 円 07 銭 
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企 業 集 団 の 状 況          

　当社は、可動間仕切、トイレブース、移動間仕切、固定間仕切、ロー間仕切等の製造及び販売を主要

な事業とする会社で、当社を中核として周辺に以下の子会社を擁して、企業集団としての事業を展開し

ております。

　当グループの事業に係る位置づけは次の通りであります。

位 置 づ け       
会　社　名

販　売 施　工 その他
小松ウオール長野販売株式会社 〇 〇
小松ウォール北海道販売株式会社 〇 〇
小松ウオールサービス株式会社 〇
小 松 プ ロ テ ク タ ー 株 式 会 社 〇

連

結

子

会

社 小松ウォールシステム開発株式会社 〇

事業の系統図は次のとおりであります。

客　　　　　　　先

子会社 子会社
施 工

　小松ウオールサービス株式会社 小松ウオール
長野販売株式会社

当 社 小松ウォール
販 売

北海道販売株式会社

製 造
部品 コンピュータシステム開発

子会社 子会社

小松プロテクター株式会社 小松ウォールシステム開発株式会社

（注）連結子会社であった丸徳小松ウォールサービス株式会社は、平成１３年８月３１日をもって清

算手続きが完了し、消滅しております。なお、従来の同社業務は小松ウォール北海道販売株式会

社が引継いでおります。



－３－

経 営 方 針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、従来より、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の要

請に即して、受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫システムをもって、様々な新製品を

社会に送り出し高い評価を得てまいりました。今後においても当社の専門分野である間仕切関連製品を

中心に、新製品の開発、サービスの向上を通じて、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げる

ことにより、株主・取引先・社員との共存共栄をはかって社会への一層の貢献を行うことを経営指針と

して活動してまいります。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

利益配分に関する基本的な考え方は、収益状況に対応した上で、株主各位への配当を充実させ、近い

将来において配当性向３０％を目標とするとともに、株主優待についても前向きに考えております。また

その一方で、企業体質の強化、および業容の拡大に備えて内部留保を充実することも目標としております。

この内部留保につきましては、業界内部における競争激化に対処し、今まで以上にコスト競争力を高める

ための設備投資等の資金需要に備えるためであり、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元でき

るものと考えております。

（３）目標とする経営指標

当社が従来より目標としている経営指標は、売上高経常利益率１０％以上及び総資本経常利益率（Ｒ

ＯＡ）１０％以上であります。これらは事業効率向上と株主価値の最大化を図るための資本効率の向上を

目指したものであり、継続的に達成できる体質を目指しております。具体的には、売上高経常利益率を向

上させるため、徹底した合理化、原価低減、効率の高い設備投資等により一人当たりの生産性を高めると

ともに、創業時より採用している小分割独立採算制度により、従業員一人ひとりが常に利益を意識した活

動をしてまいりました。また、総資本経常利益率（ＲＯＡ）を向上させるために、利益増とともに総資本

の圧縮を目指し、借入金の返済、支払手形の廃止、原材料、製品在庫等の棚卸資産の圧縮等を実施してま

いりました。

今後も引続き目標達成に向けて諸施策を実施し、業績及び株主価値の向上を図ってまいりたいと存じ

ます。

（４）中長期的な会社の経営戦略

当社では、長引く不況に加え、厳しさを増す建設業界にあって、今後とも安定した収益を上げ業容を

拡大するため、経営の基本方針に基づき次のとおり中期経営計画を策定、実施しております。

①営業力増強と販売網の拡充を図るため、首都圏営業力強化と東海、東北地区に営業拠点を新設しま

す。また、販売子会社の自社拠点化と、エンドユーザーにより直結した販売体制を構築してまいり

ます。

②生産体制の充実を図り、生産性向上及び協力工場を含めた生産ネットワークを強化してまいります。

③自社施工体制を拡充し、施工子会社の小松ウオールサービス㈱を東北地区に進出させ、施工品質の

均一化とコストダウンを図ってまいります。

④今後継続する高齢化社会に対応した製品、環境にやさしい製品を戦略製品と位置付け、新製品開発

に積極的に取組んでまいります。



－４－

（５）会社の対処すべき課題

今後の間仕切業界は、首都圏のオフィスビル新築のビッグプロジェクト等、若干の明るさも見えます

が、依然として続く建設業界の不良債権問題と民間設備投資の縮小傾向、さらに政府の構造改革からく

る公共投資の減少等が重なり、なお一層受注競争、価格競争が激しくなるものと考えられます。このよ

うな状況下にあって当社は、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げるために、前述の中期経

営計画を策定、実施してまいります。急激な拡大が望めない市場にあっては、市場占有率をアップさせ

ることと厳しい価格競争に耐えられるだけのコスト競争力が重要であり、そのためには当社独自の受注

活動である「設計指定活動」と当社の強みである受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫

システムを最大限に活用しコストダウンに対応していきたいと考えております。

（６）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

当社は、コーポレート・ガバナンスの基本原則の一つは情報開示であると認識しております。そのた

め株主と投資家の皆様に対してはＩＲ活動を積極的に進めることとし、市場第一部上場を機に年２回の

決算説明会を開催するとともに当社ホームページにＩＲのページを作成し、積極的な情報発信に努めて

おります。

また、開かれた参加しやすい株主総会の運営を目指し、昨年より集中日を避けて株主総会を開催して

おり、株主総会終了後には引続き懇談会を設けて当社会社案内ビデオの上映、スライドを用いての決算

説明等を実施し、株主の皆様との情報交換に努めております。

今後についてもホームページ及び事業報告書の充実等を図り、株主、投資家の皆様への企業活動の情

報開示を拡充させてまいります。
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経 営 成 績

（１）当中間連結期の概況

①概況

当中間連結期のわが国経済は、デフレ不況が続いているうえに米国の同時多発テロの発生が追い討ち

をかける結果となり、急激に悪化、長期にわたる景気停滞局面を覚悟しなければならない状況と考えら

れます。

間仕切業界におきましても、建設業界の過剰債務問題、販売価格競争の激化、昨年は活発であった情

報関連の設備投資の急激な減退等が重なり、厳しい経営環境が続きました。

このような情勢のなかで、当社は積極的なコスト削減に努めるとともに、設計指定活動を営業活動の

中心に据え、受注獲得に取組んでまいりました。また中期経営計画の実施事項として、連結対象会社で

ある丸徳小松ウォールサービス㈱を８月末で清算、小松ウォール北海道販売㈱に業務を移管し、北海道

における事業の合理化、収益性の強化を図るとともに、本社工場においては第三工場出荷場の増設、第

二、第三工場の大幅な生産ラインの変更と生産設備の拡充等を実施しました。さらに新製品として間仕

切業界初のエコマーク製品で１００％リサイクル可能なトイレブース製品「エコブース」と分解が容易

でリサイクル対応を考慮したオフィス用ローパーティション「ＥＯＰ」を発売開始いたしました。この

両製品は石川県より、「石川県リサイクル製品」の認定も受け、今後公共物件への納入が期待される製品

であります。

これらの結果、当中間連結期は前連結会計年度末受注残の消化を中心に、福祉・厚生施設向け及び工

場向け販売高が順調に伸び、売上高は１０７億９３百万円（前年同期比９．３％増）と、２期連続の増

収となりました。利益面については、販売価格競争が激しく売上総利益率が前年同期比１．９％低下し

ましたが、増収による量的効果と販管費率の低下により、経常利益は１０億６６百万円（前年同期比

１．５％増）、中間純利益は、５億６５百万円（前年同期比１９．４％増）となりました。また、受注残

高も１０２億１５百万円と、創業以来の受注残高を計上した前中間連結期末残高をさらに更新し、前年

同期比１０６．８％となりました。

②品目別の状況

当社の主力品目である可動間仕切は、オフィスビルの需要の伸びはやや鈍化しましたが、前年同期比

１．３％増加しました。移動間仕切は、ホテル等の宿泊施設向けには減少しましたが、オフィスビル向

け、学校向けが増加して前年同期比１３．５％の増加となりました。トイレブースは前年同期比４．５％

増と順調に増加しました。また、軽量ドア等の高齢者・障害者向けの製品群が充実した固定間仕切につ

いては、福祉・厚生施設向けを中心に前年に引続き大幅に増加、前年同期比５０．６％増となり、品目

別売上高構成比では可動間仕切に次いで第２位の品目に成長しました。一方、ロー間仕切はオフィス需

要が伸びず、前年同期比１９．６％減少しました。
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③キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の増加１２５百万円と売上債権の減

少による増加９４６百万円等があり、前中間連結会計期間の１，４０６百万円のプラスから２，４６８

百万円のプラスとなり、１，０６１百万円増加しました。投資活動によるキャッシュ・フローは、定期

預金の預入による支出額の増７０８百万円等があり、前中間連結会計期間より５９０百万円減少し、

９９９百万円のマイナスとなりました。財務活動によるキャッシュ･フローは、配当金の支払額の増１１

百万円があり、前中間連結会計期間より１０百万円減少し、１４１百万円のマイナスとなりました。こ

れらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前中間連結会計期間末より３３９百

万円増加し、３，８４９百万円となりました。

④配当金の状況

配当金につきましては、経営方針により配当性向３０％を目標としておりますが、当中間期の配当に

ついては、１０月３０日開催の取締役会におきまして、前中間期配当金より３円５０銭増配の１株当た

り１３円５０銭と決めさせていただきました。これにより当中間期の配当性向は、前中間期の２４．５％

から１．３％向上し２５．８％となります。

（２）通期の見通し

下期の国内経済につきましては、米国のテロに対する報復攻撃の長期化予想から、輸出産業の悪化等

の日本への影響をはじめ、流通、建設業界の不良債権処理の遅れ、デフレ不況等、長期にわたる景気停

滞が続く可能性があると思われます。

間仕切業界におきましては、首都圏におけるオフィスビル新築のビッグプロジェクト等、一部明るさ

も見えますが、市場全体が拡大基調にあるとは考えられず、厳しい状況が続くものと思われます。

このような状況下において当社は、当社独自の受注活動である「設計指定活動」による受注活動を強

力に推進し、新製品の開発による他社との差別化と永年培った間仕切のノウハウを提供しながら受注に

結びつけるとともに、厳しい価格競争に耐えられるよう、当社の強みである、受注から設計、製造、施

工、サービスまでの自社一貫システムを最大限に活用し、あらゆる視点からコストダウンを図ることに

より、一層の業績の向上に邁進する所存であります。

これらの見通しと創業以来の受注残高の消化等を考慮し、通期の業績予想としましては、売上高は前

期比３．５％増の２２７億３０百万円、経常利益は前期比４．７％増の２４億円、当期純利益は、前期

比２２．４％増の１３億２０百万円を見込んでおります。
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比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成13年9月30日現在）（平成12年9月30日現在）(平成 13年 3月 31日現在）

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ　流　動　資　産

１．現 金 及 び 預 金 ６，１７９ ４，５２１ ４，０５１

２．受取手形及び売掛金 ６，３６２ ６，８０４ ８，５７４

３．有 価 証 券 － １５０ －

４．棚 卸 資 産 ３，０５２ ２，６３４ ３，０３５

５．そ の 他 ２３８ ２０７ ２３０

貸 倒 引 当 金 △ ３９ △ ４４ △ ５７

流 動 資 産 合 計 １５，７９３ ６７．１ １４，２７４ ６４．４ １５，８３５ ６７．４

Ⅱ　固　定　資　産

１．有 形 固 定 資 産

（１）建物及び構築物 ３，８０６ ３，６８３ ３，７１０

（２）機械装置及び運搬具 ２，０４５ ２，０１５ ２，０１４

（３）土 地 ２，４３０ ２，３８９ ２，４３０

（４）そ の 他 ６６０ ６０５ ６２９

減価償却累計額 △ ４，３３６ △ ４，１４５ △ ４，２３２

有形固定資産合計 ４，６０６ １９．６ ４，５４８ ２０．５ ４，５５３ １９．４

２．無 形 固 定 資 産 ２０９ ０．９ １５７ ０．７ １８６ ０．８

３．投資その他の資産

（１）投 資 有 価 証 券 ５５２ ６０１ ５９０

（２）保 険 積 立 金 １，８６７ ２，０７３ １，８２５

（３）そ の 他 ７２８ ７００ ６４２

貸 倒 引 当 金 △ ２１８ △ １８６ △ １３４

投資その他の資産合計 ２，９２９ １２．４ ３，１８８ １４．４ ２，９２３ １２．４

固定資産合計 ７，７４５ ３２．９ ７，８９３ ３５．６ ７，６６３ ３２．６

資 産 合 計 ２３，５３８ １００．０ ２２，１６８ １００．０ ２３，４９８ １００．０



－８－

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
前 連 結 会 計 年 度 の
要約連結貸借対照表

(平成 13年 9月 30日現在）(平成 12 年 9 月 30 日現在）(平成 13年 3月 31日現在）

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（負債の部） ％

Ⅰ　流　動　負　債

　１．買 掛 金 ９７９ １，２２６ １，５９０

　２．未 払 金 ４４６ ４７３ ５２７

　３．未 払 法 人 税 等 ４８１ ５０５ ５９６

　４．前 受 金 １，２２５ ５７０ ８４８

　５．賞 与 引 当 金 ３７１ ３４１ ３３３

　６．そ の 他 １２４ ８５ ７９

流 動 負 債 合 計 ３，６２９ １５．４ ３，２０４ １４．５ ３，９７６ １６．９

Ⅱ　固　定　負　債

　１．退職給付引当金 ２０８ ９６ １９３

　２．連 結 調 整 勘 定 １２ ３８ ２５

　３．そ の 他 ８ － －

固 定 負 債 合 計 ２２９ １．０ １３５ ０．６ ２１９ １．０

負 債 合 計 ３，８５８ １６．４ ３，３３９ １５．１ ４，１９５ １７．９

（資本の部）

Ⅰ 資 　 本 　 金 ３，０９９ １３．２ ３，０９９ １４．０ ３，０９９ １３．２

Ⅱ 資 本 準 備 金 ３，０３１ １２．９ ３，０３１ １３．７ ３，０３１ １２．９

Ⅲ 連 結 剰 余 金 １３，５２６ ５７．４ １２，６６７ ５７．１ １３，１６２ ５６．０

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ２２ ０．１ ３０ ０．１ ９ ０．０

１９，６７９ ８３．６ １８，８２９ ８４．９ １９，３０３ ８２．１

Ⅴ 自 己 株 式 △ ０ △ ０．０ △ ０ △ ０．０ △ ０ △ ０．０

資 本 合 計 １９，６７９ ８３．６ １８，８２８ ８４．９ １９，３０３ ８２．１

負債及び資本合計 ２３，５３８ １００．０ ２２，１６８ １００．０ ２３，４９８ １００．０



－９－

比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
前 連 結 会 計 年 度 の
要約連結損益計算書

自平成 13 年 4 月 1 日

至平成 13 年 9 月 30 日

自平成 12 年 4 月 1 日

至平成 12 年 9 月 30 日

自平成 12 年 4 月 1 日

至平成 13 年 3 月 31 日

期　　別

科　　目
金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

％ ％

Ⅰ 売 上 高 １０，７９３ １００．０ ９，８７２ １００．０ ２１，９５２ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 ７，１８２ ６６．５ ６，３８６ ６４．７ １４，７４１ ６７．２

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２，５８６ ２４．０ ２，４６４ ２５．０ ５，０５３ ２３．０

営 業 利 益 １，０２４ ９．５ １，０２１ １０．３ ２，１５７ ９．８

Ⅳ 営 業 外 収 益 ４５ ０．４ ５１ ０．５ １５０ ０．７

１． 受 取 利 息 ４ ５ １７

２． 受 取 配 当 金 ３ ２ ５

３． 受 取 保 険 金 ２ ２ ４８

４． 有価証券売却益 － １ －

５． 連結調整勘定償却額 １２ １２ ２５

６． そ の 他 ２２ ２５ ５３

Ⅴ 営 業 外 費 用 ３ ０．０ ２２ ０．２ １６ ０．１

１． 投資事業組合出資損失 ０ １９ ９

２． 売 上 割 引 ２ － ６

３． そ の 他 － ２ ０

経 常 利 益 １，０６６ ９．９ １，０５０ １０．６ ２，２９１ １０．４

Ⅵ 特 別 利 益 ０ ０．０ － － － －

Ⅶ 特 別 損 失 ６６ ０．６ １７６ １．８ ３３２ １．５

１． 固定資産除却損 ３ ４ ９

２． 投資有価証券売却損 １ － ２

３． 投資有価証券評価損 ４８ ２５ ２６

４． ゴルフ会員権評価損 １２ ５８ ７５

５． 棚卸資産廃棄損 － － ４３

６． 退職給付会計基準変更時差異 － ８７ １７４

７． そ の 他 ０ － ０

税金等調整前中間（当期）純利益 ９９９ ９．３ ８７４ ８．８ １，９５８ ８．９

法人税､住民税及び事業税 ４７２ ４．４ ５１４ ５．２ １，０２７ ４．７

法 人 税 等 調 整 額 △ ３８ △ ０．３ △ １１３ △ １．２ △ １４６ △ ０．７

中間(当期)純利益 ５６５ ５．２ ４７３ ４．８ １，０７８ ４．９



－１０－

比較中間連結剰余金計算書              

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自平成 13 年 4 月 1 日

至平成 13 年 9 月 30 日

自平成 12 年 4 月 1 日

至平成 12 年 9 月 30 日

自平成 12 年 4 月 1 日

至平成 13 年 3 月 31 日

期　別

科　目
金 額 金 額 金 額

Ⅰ 連結剰余金期首残高 １３，１６２ １２，３７９ １２，３７９

Ⅱ 連結剰余金減少高

１．配 当 金 １４１ １３０ ２３９

２．役 員 賞 与 ６０ ５５ ５５

（うち監査役賞与） （　２） ２０２ （　２） １８６ （　２） ２９５

Ⅲ 中間（当期）純利益 ５６５ ４７３ １，０７８

Ⅳ
連 結 剰 余 金
中間期末(期末)残高 １３，５２６ １２，６６７ １３，１６２



－１１－

比較連結キャッシュ・フロー計算書

（百万円未満切捨）
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度期    別

項    目
自平成 13 年 4 月 1 日
至平成 13 年 9 月 30 日

自平成 12 年 4 月 1 日
至平成 12年 9月 30日

自平成 12 年 4 月 1 日
至平成13年 3月 31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 ９９９ ８７４ １，９５８

減価償却費 １３９ １２３ ２６１

貸倒引当金の増減額 ６６ ３２ △　６

受取利息及び受取配当金 △ ７ △ ８ △　２２

連結調整勘定償却額 △ １２ △ １２ △　２５

投資有価証券評価損 ４８ ２５ ２６

ゴルフ会員権評価損 １２ ５８ ７５

売上債権の増減額 ２，１１９ １，１７３ △　５２４

棚卸資産の増加額 △ １６ △ ６０６ △　１，００７

仕入債務の増減額 △ ６１０ △ １４８ ２１５

未払金の増減額 △ ９７ １６ ６７

前受金の増加額 ３７６ １５６ ４３４

退職給付引当金の増加額 １５ ８８ １８５

役員賞与の支払額 △ ６０ △ ５５ △　５５

その他（純額） ７４ １０３ ２０２

小  計 ３，０４８ １，８２１ １，７８５

利息及び配当金の受取額 ８ １０ ２２

法人税等の支払額 △ ５８８ △ ４２５ △　８４６

営業活動によるキャッシュ・フロー ２，４６８ １，４０６ ９６１

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ １，８７３ △ １，１６４ △　２，４７６

定期預金の払戻による収入 １，０７０ ９５６ １，８９６

短期貸付けによる支出 － △ ５ △　３

有形固定資産の取得による支出 △ １５９ △ １４３ △　２７７

無形固定資産の取得による支出 △ ４２ △ ３９ △　８１

投資有価証券の取得による支出 △ ７ △ ８６ △　１１７

投資有価証券の売却による収入 １６ １７４ １７８

その他（純額） △ ４ △ １００ ３６

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９９９ △ ４０９ △　８４３

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得又は売却(純額) ０ ０ ０

配当金の支払額 △ １４１ △ １３０ △　２３９

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １４１ △ １３０ △　２３９

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 １，３２７ ８６７ △　１２１

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ２，５２１ ２，６４２ ２，６４２

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ３，８４９ ３，５１０ ２，５２１



－１２－

中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
次に示す子会社全社を連結の範囲に含めております。
小松ウオール長野販売株式会社、小松ウォール北海道販売株式会社、小松ウオールサービス株式
会社、小松プロテクター株式会社、小松ウォールシステム開発株式会社

前連結会計年度まで連結子会社であった丸徳小松ウォールサービス株式会社は、平成１３年８月３１
日をもって清算を完了し、消滅しております。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社はありません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券
その他有価証券

時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法
②棚卸資産

製品及び仕掛品   ・・・ 個別法による原価法
原　材　料　　　 ・・・ 移動平均法による原価法
貯　蔵　品　　　 ・・・ 最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産・・・ 定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい
ては定額法
主な耐用年数は以下のとおり
　建物及び構築物　７～５０年

機械装置及び運搬具　４～１４年
無形固定資産・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法

（ソフトウェア）
（３）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金       ・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金       ・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生してい
ると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按
分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から会計処理しております。

（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
（５）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



－１３－

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

［注記事項］
（中間連結貸借対照表関係）

 中間連結会計期間末日満期手形
 中間連結会計期間末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理については、満期日をもって決

済処理しております。中間連結会計期間末日（連結会計年度末日）満期手形は、以下のとおりであ
ります。

　　　　　　　　　　　　               当中間連結会計期間末   前中間連結会計期間末   前連結会計年度末
       百万円      　　  百万円   　　   百万円

２８３　　　　　　３６５　　　　　２８９
 

（中間連結損益計算書関係）               当中間連結会計期間   前中間連結会計期間   　前連結会計年度
       百万円      　　  百万円   　　   百万円

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
荷 造 運 搬 費 ２９６ ２８５ ６８９
給 与 ・ 賞 与 手 当 ８５９ ８２６ １，８４７
賞 与 引 当 金 繰 入 額 １９０ １６６ １６８
退 職 給 付 費 用 ５４ － ９６
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 － ４４ －
役 員 報 酬 ８９ ７１ １５９
減 価 償 却 費 ６６ ４８ １４７
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ７９ ４３ ８０

２．固定資産売却益の内訳
その他（工具器具及び備品） ０ － －

３．固定資産売却損の内訳
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 － － ０
無 形 固 定 資 産 ０ － －

４．固定資産除却損の内訳
建 物 及 び 構 築 物 ２ ０ １
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 － ４ ６
その他（工具器具及び備品） ０ ０ ０

計 ３ ４ ７



－１４－

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
百万円 百万円 百万円

現金及び預金勘定 ６，１７９ ４，５２１ ４，０５１
有価証券勘定 － １５０ －
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ ２，３３０ △ １，１６１ △ １，５３０
現金及び現金同等物 ３，８４９ ３，５１０ ２，５２１

（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 （百万円未満切捨）

 機 械 装 置  そ　の　他
 期　　別

 資　産
 種　類  及び運搬具  （工具器具備品）

 計

  取 得 価 額 相 当 額           ４１８  １８６  ６０４
 当中間連結会計期間  減価償却累計額相当額  １５４  １３４  ２８８

  期 末 残 高 相 当 額           ２６４  ５２  ３１６

  取 得 価 額 相 当 額           ３７６  ３６０  ７３７
 前中間連結会計期間  減価償却累計額相当額  ２３２  ２５０  ４８２

  期 末 残 高 相 当 額           １４４  １１０  ２５４

  取 得 価 額 相 当 額           ３４４  ２６３  ６０８

 前 連 結 会 計 年 度  減価償却累計額相当額  １２７  １８３  ３１１

  期 末 残 高 相 当 額           ２１７  ７９  ２９７

 　
 当中間連結会計期間　　 前中間連結会計期間　　　前連結会計年度

２．未経過リース料期末残高相当額 　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　 　百万円
 １ 年 以 内          　　　　　　　　　９９　　　　　　　１０７　　　　　　９８
 １  年  超          　　　　　　　　２２８　　　　　　　１６０　　　　　２０９
 合　　　　　　　計 　　　　　　　　３２７　　　　　　　２６７　　　　　３０８

 
３． 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料          　　　　　　　　　６０　　　　　 　　８３　　　　　　１５４
減価償却費相当額          　　　　　　　　　５４　　　　　 　　７５　　　　　　１３９
支 払 利 息 相 当 額          　　　　　　　　　　６　　　　　 　　　６　　　　　　　１２

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額　・・・　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。
利 息 相 当 額        　・・・　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。



－１５－

（有価証券関係）
１．その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度 末

（平成１３年９月３０日現在） （平成１２年９月３０日現在） （平成１３年３月３１日現在）
中間連結貸借 中 間 連 結 貸 借 連 結 貸 借 対

期　別

種　類 取得原価
対照表計上額

差 額 取得原価
対 照 表 計 上 額

差 額 取得原価
照 表 計 上 額

差 額

株　　式 ３１５ ３５４ ３９ ３３７ ３９８ ６１ ３５３ ３８８ ３４

債　　券 １０ １１ １ １０ １１ １ １０ １１ １

そ の 他    ２８ ２６ △ １ ２０４ １９４ △ ９ ５４ ３５ △ １９

計 ３５４ ３９２ ３８ ５５２ ６０４ ５２ ４１８ ４３４ １６

２．時価のない主な有価証券の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　当中間連結会計期間末　　前中間連結会計期間末　　前連結会計年度末
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円

その他有価証券
　中期国債ファンド １０ １０ １０
　非上場株式
　（店頭売買株式を除く）

１４９ １３６ １４５

（デリバティブ取引関係）
当企業集団において、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（セグメント情報）
１．事業の種類別セグメント情報

該当事項はありません。

２．所在地別セグメント情報
該当事項はありません。

３．海外売上高
該当事項はありません。



－１６－

品 目 別 売 上 高 明 細 書             

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１３年４月　１日
至平成１３年９月３０日

自平成１２年４月　１日
至平成１２年９月３０日

自平成１２年４月　１日
至平成１３年３月３１日

　　　　　　　　
期　別

 品　目 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

可 動 間 仕 切 ４，２９６ ３９．８ ４，２４２ ４３．０ ８，８４５ ４０．３

固 定 間 仕 切 １，８３８ １７．０ １，２２０ １２．４ ３，０５９ １３．９

トイレブース １，５９７ １４．８ １，５２８ １５．５ ３，６０１ １６．４

移 動 間 仕 切 １，４７５ １３．７ １，２９９ １３．２ ３，０８５ １４．１

ロ ー 間 仕 切 ７２７ ６．７ ９０４ ９．１ １，７１９ ７．８

そ の 他 ８５７ ８．０ ６７７ ６．８ １，６４１ ７．５

合 計 １０，７９３ １００．０ ９，８７２ １００．０ ２１，９５２ １００．０

品目別受注高および受注残高               

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１３年４月　１日
至平成１３年９月３０日

自平成１２年４月　１日
至平成１２年９月３０日

自平成１２年４月　１日
至平成１３年３月３１日項　　　目

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

可動間仕切 ４，４４６ ３５．７ ４，８３５ ３９．５ ９，２７４ ３９．８

固定間仕切 ２，３６８ １９．０ １，８５９ １５．２ ３，２４９ １３．９

トイレブース １，９２０ １５．４ １，９０６ １５．６ ３，５９７ １５．４

移動間仕切 １，８６２ １４．９ １，７２０ １４．１ ３，２３３ １３．９

ロー間仕切 ７０９ ５．７ ８７１ ７．１ １，７１７ ７．４

受

注

高

 
 

 
 
 
 

そ の 他 １，１５４ ９．３ １，０４２ ８．５ ２，２２７ ９．６

合　　　計 １２，４６１ １００．０ １２，２３５ １００．０ ２１，１０３ １００．０

可動間仕切 ２，６６６ ２６．１ ２，６８１ ２８．０ ２，５１７ ２９．４

固定間仕切 ２，４５０ ２４．０ ２，３７０ ２４．８ １，９２１ ２２．５

トイレブース １，４１３ １３．９ １，４７２ １５．４ １，０９０ １２．８

移動間仕切 ２，３６３ ２３．１ ２，２４８ ２３．５ １，９７６ ２３．１

ロー間仕切 １１５ １．１ １０３ １．１ １３３ １．６

受

注

残

高

 
 

 
 
 
 

そ の 他 １，２０５ １１．８ ６８７ ７．２ ９０８ １０．６

合　　　計 １０，２１５ １００．０ ９，５６３ １００．０ ８，５４７ １００．０


